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２０１０年８月３１日 

日 本 銀 行 下 関 支 店 

山 口 県 金 融 経 済 情 勢  

（概 況） 

県内景気は、輸出や生産を中心に、緩やかに回復している。 

輸出や生産が、海外経済の改善や内外の政策効果などから増加を続けている

下で、設備投資は大手製造業を中心に持ち直しの動きがみられている。個人消

費は、各種政策の効果から、家電や新車販売など耐久消費財を中心に持ち直し

の動きが続く中、百貨店やスーパーの売上げにも改善の動きがみられている。

この間、公共投資は頭打ちとなっており、住宅投資は引き続き低調に推移して

いる。雇用は、事業主都合離職者数が減少し、有効求人倍率も緩やかに改善し

ているが、総じて厳しい情勢が続いている。また、企業倒産は、件数は増加し

たが、負債総額は前年を下回った。 

金融面では、預金、貸出とも前年を上回った。 

１．最終需要の動向 

公共投資は、7 月の公共工事請負額は、国や県の案件が減少したことから、前

年を下回った（前年比▲17.0％）。 

新設住宅着工（6月）は、貸家を中心に前年を上回った（前年比＋3.2％）。 

民間設備投資は、大手製造業を中心に持ち直しの動きがみられている。 

個人消費関連指標（7 月）をみると、前年割れが続いていた百貨店売上高（前

年比▲0.4％）とスーパー売上高（同 0.0％〈既存店〉）が、7月後半に真夏日が

続いたことから夏物商材の売れ行きが好調であったこともあり、ほぼ前年並みに

まで改善したほか、乗用車新車登録台数（同＋17.4％）が、減税や補助金の効果

などから前年を大幅に上回った。また、家電量販店売上高は、6 月は前年を下回

った（同▲10.7％）が、7、8 月はエアコンを中心に持ち直しつつある。この間、

旅行取扱高（同▲2.1％）は、国内を中心に弱めの動きとなっている。 

輸出（7 月）は、アジアを中心に前年比プラス（前年比＋24.4％）を続けてい

るが、増加のペースは緩やかになっている。 

 

 

当資料は当店 web サイトに掲載しています 

http://www3.boj.or.jp/shimonoseki/ 
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２．生産 

主要製造業の生産動向をみると、素材業種では、化学が、中国等東アジア向け

輸出が高水準で推移する中、国内の需要も旺盛なため、ほぼフル稼働の状況にあ

るほか、非鉄が、自動車や家電、半導体向けを中心に高操業を続けている。この

間、繊維が自動車向けを中心に、また、紙・パルプも広告向けを中心に高めの生

産を維持しているが、鉄鋼は建材需要の弱さから幾分稼働率を引き下げており、

窯業・土石は弱めの動きが続いている。 

加工業種では、一般機械が回復をみていないものの、自動車が輸出向け、国内

向けともに高めの操業を続けているほか、電気機械も家電向けや自動車向けを中

心に高めの操業を維持している。 

このように、生産は、業種によるばらつきを伴いながらも、全体として回復し

ている。 

３．企業収益、企業倒産、雇用・所得 

企業収益は、企業の生産の増加やコスト削減効果を背景に、製造業を中心に改

善している。 

企業倒産（7 月）は、件数(前年比＋50.0％)は増加したが、負債総額（同▲

44.5％）は前年を下回った。 

雇用（7 月）は、事業主都合離職者数が減少し（前年比▲29.0％）、有効求人

倍率（0.64倍）も緩やかに改善しているが、総じて厳しい情勢にある。 

４．金融 

県内金融機関（銀行、信金）の預金、貸出の動向（7 月）をみると、実質一般

預金（前年比＋3.6％）、貸出（同＋0.6％）とも前年を上回った。 

貸出約定平均金利は、短期が 2.258％（前月比▲0.016％Ｐ）、長期が 2.156％

（同▲0.013％Ｐ）となり、総合（2.166％＜同▲0.013％Ｐ＞）では横這い圏内

で推移している。 

以  上 
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生産関連

 鉱 工 業 指 数 ［05年=100、季調済]

生産 前期比％ 出荷 前期比％ 在庫（末） 前期比％ ［前年比％］

08年度 98.9 -2.5 98.8 -3.5 100.6 3.5 -9.7
09年度 86.1 -12.9 87.2 -11.7 88.3 -12.2 -5.5

 09/ 4- 6月 86.0 7.8 86.2 8.1 92.7 0.7 -25.7
     7- 9月 88.5 2.9 90.2 4.6 85.8 -7.4 -14.5
    10-12月 90.4 2.2 93.1 3.2 85.9 0.1 -1.6
 10/ 1- 3月 93.3 3.2 95.0 2.1 87.7 2.1 33.5
     4- 6月 94.9 1.7 94.9 -0.1 88.7 1.1 26.4
 09/    6月 87.8 0.9 87.7 1.0 92.7 -1.0 -25.0
        7月 87.5 -0.3 89.6 2.2 88.2 -4.9 -18.8
        8月 88.8 1.5 89.6 0.0 86.5 -1.9 -13.9
        9月 89.2 0.5 91.3 1.9 85.8 -0.8 -10.5
       10月 90.6 1.6 93.4 2.3 88.1 2.7 -6.3
       11月 90.9 0.3 93.3 -0.1 85.2 -3.3 -5.2
       12月 89.8 -1.2 92.5 -0.9 85.9 0.8 7.6
 10/    1月 92.7 3.2 95.1 2.8 89.1 3.7 26.8
        2月 93.6 1.0 93.8 -1.4 87.1 -2.2 36.8
        3月 93.7 0.1 96.2 2.6 87.7 0.7 37.7
        4月 100.1 6.8 99.0 2.9 88.7 1.1 30.9
        5月 93.0 -7.1 93.8 -5.3 88.0 -0.8 26.5
        6月 91.7 -1.4 92.0 -1.9 88.7 0.8 22.2
        7月 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 13.3

資料出所    県総合政策部 中国電力

輸出入 公共投資関連 住宅投資関連

通関輸出実績 通関輸入実績 公共工事 新設住宅

アジア 北米 ＥＵ 請 負 額 着工戸数

［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］

08年度 -0.8 2.3 -17.5 -6.9 12.1 -1.3 -4.0
09年度 -32.1 -31.5 -14.8 -32.0 -41.3 12.1 -23.6

 09/ 4- 6月 -39.3 -41.6 -27.0 -23.2 -50.2 1.6 -19.0
     7- 9月 -30.5 -32.2 -7.8 -17.8 -46.5 50.6 -38.9
    10-12月 -0.6 12.5 23.2 -31.3 -12.9 -2.8 -22.6
 10/ 1- 3月 57.2 66.9 63.8 21.1 28.4 -3.2 -9.5
     4- 6月 46.5 65.3 48.1 -28.9 39.5 -1.0 -12.4
 09/    6月 -30.8 -36.0 8.4 -13.4 -57.5 -21.7 -20.3
        7月 -39.3 -45.9 -5.8 -27.9 -47.0 33.2 -36.2
        8月 -26.6 -23.2 -5.6 -26.4 -53.8 7.3 -41.1
        9月 -23.3 -22.2 -11.2 3.6 -35.8 125.5 -39.6
       10月 -19.6 -10.5 15.1 -31.7 -33.0 10.1 -37.5
       11月 1.1 9.5 58.2 -32.8 22.7 -29.2 -11.9
       12月 23.5 49.8 7.4 -29.5 -18.3 11.9 -16.4
 10/    1月 70.0 84.5 2.6倍 44.8 22.2 -29.3 -11.3
        2月 51.0 75.7 50.0 -12.2 34.8 -0.5 0.5
        3月 53.7 50.5 33.7 27.0 29.9 19.0 -17.9
        4月 48.3 65.7 81.3 -25.7 55.5 -35.8 -20.4
        5月 52.6 59.3 96.4 -15.5 31.6 70.9 -20.5
        6月 41.0 72.6 6.8 -41.3 30.3 9.6 3.2
        7月 24.4 36.4 7.2 -30.5 17.9 -17.0 n.a.

資料出所 神戸税関・門司税関
西日本

建設業保証
国土交通省

設備投資額（短観、6月調査）

 08年度（実績） 57.2 75.9 31.2
 09年度（実績） -15.7 <1.9> -29.0 <1.8> 4.5 <1.9>
 10年度（計画） -14.6 <11.7> -27.8 <13.2> -0.9 <10.6>

資料出所

大口電力
使用量

日本銀行下関支店

  山  口  県  主  要  金  融  経  済  指  標

設備投資関連

［前年比％、＜　＞内前回（3月調査）調査比修正率％］

全産業 製造業 非製造業
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 スーパー売上高

既存店 全店

［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］

08年度 0.7 4.4 -5.7 -0.2
09年度 -4.9 -1.3 -8.3 7.5

 09/ 4- 6月 -1.9 0.3 -6.0 -0.6
     7- 9月 -5.1 -4.0 -8.9 2.8
    10-12月 -5.6 -2.3 -9.3 11.5
 10/ 1- 3月 -6.7 1.1 -8.3 16.1
     4- 6月 -4.8 4.0 -8.4 -1.7
 09/    6月 -1.8 -0.7 -3.8 -0.3
        7月 -6.4 -4.9 -13.9 -2.7
        8月 -4.8 -3.8 -5.9 5.2
        9月 -3.9 -3.1 -5.0 7.7
       10月 -4.6 -4.2 -12.6 10.6
       11月 -6.1 -7.0 -10.0 3.1
       12月 -6.2 3.1 -6.1 18.1
 10/    1月 -6.4 1.4 -6.4 12.7
        2月 -6.9 -0.2 -9.3 8.6
        3月 -6.8 2.0 -9.6 24.3
        4月 -4.9 4.3 -6.7 9.2
        5月 -5.5 3.4 -5.0 -1.1
        6月 -4.1 3.8 -13.3 -10.7
        7月 0.0 7.5 -0.4 n.a.

資料出所 日本銀行下関支店
中国四国

百貨店協会
日本銀行
下関支店

個人消費関連 物価関連

乗用車新車登録台数 旅行取扱高 消費者物価指数

（含む軽） 普通車 小型車 軽乗用車 合計 国内 海外 （除く生鮮食品）

［前年比％］ [百台] ［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］ ［前年比％］

08年度 -9.9 <588> -18.5 -12.0 -3.8 -4.4 -2.3 -11.3 1.0
09年度 8.7 <639> 34.8 13.0 -5.9 -18.6 -14.5 -34.3 -1.7

 09/ 4- 6月 -11.1 <580> -9.3 -9.1 -13.3 -27.9 -24.8 -40.6 -1.3
     7- 9月 3.5 <637> 22.5 3.6 -6.4 -10.6 -1.7 -40.8 -2.5
    10-12月 20.2 <679> 48.4 37.0 -4.2 -20.6 -19.1 -26.7 -1.8
 10/ 1- 3月 20.9 <658> 83.2 22.4 -1.3 -14.4 -10.6 -28.8 -1.1
     4- 6月 16.6 <678> 43.6 12.4 6.1 7.9 3.8 29.5 -1.3
 09/    6月 -5.7 <602> 6.7 -6.8 -10.9 -28.8 -21.0 -57.9 -1.9
        7月 -4.7 <614> 15.1 -4.1 -15.9 -20.6 -13.7 -48.4 -2.3
        8月 7.3 <648> 24.5 2.2 3.4 -17.8 -12.2 -39.3 -2.7
        9月 9.0 <649> 28.5 12.2 -4.2 7.2 24.3 -36.4 -2.5
       10月 7.7 <669> 23.2 22.1 -9.8 -23.4 -22.5 -26.8 -2.4
       11月 27.9 <692> 69.4 45.0 -1.2 -20.7 -17.0 -36.4 -1.5
       12月 27.8 <676> 60.3 47.3 -0.4 -16.1 -16.6 -14.2 -1.4
 10/    1月 16.9 <679> 82.8 29.6 -13.5 -17.7 -21.1 3.2 -0.7
        2月 25.7 <664> 92.3 15.2 10.9 -16.5 -12.7 -34.9 -1.1
        3月 20.0 <632> 77.5 23.8 -1.7 -10.5 -0.1 -36.1 -1.5
        4月 18.7 <660> 71.3 13.2 2.0 -9.1 -10.2 -3.9 -1.5
        5月 17.6 <680> 40.8 11.9 9.6 25.2 26.3 20.0 -1.3
        6月 14.2 <694> 29.6 12.2 6.8 5.2 -7.4 92.8 -1.1
        7月 17.4 <726> 19.4 20.0 13.5 -2.1 -14.6 81.5 -1.1

資料出所 山口運輸支局、山口県軽自動車協会 日本銀行下関支店 県総合政策部

百貨店売上高 家電量販店売上高

個人消費関連
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 08年度（実績） -59.0 -65.9
 09年度（実績） 49.9 <5.5> 72.4 <26.3>
 10年度（計画） 20.1 <6.2> 42.7 <20.7>

資料出所

企業倒産関連

件数 負債総額 有　　効 新　　規 事業主都合

求人倍率 求 人 数 離職者数

［件］ ［百万円］ ［季調済・倍］ ［季調済前月(期)比％］ ［前年比％］

08年度 122 41,477 0.93 -9.3 49.7 調査時点 全産業 製造業 非製造業

09年度 98 28,528 0.55 -20.5 19.0  09/    9月 11 19 6
 09/ 4- 6月 27 5,432 0.57 -7.7 74.7        12月 7 13 3
     7- 9月 23 5,788 0.54 -0.2 90.6  10/    3月 10 15 8
    10-12月 25 13,426 0.54 -0.5 18.6         6月 8 8 7
 10/ 1- 3月 23 3,882 0.57 2.3 -35.6
     4- 6月 25 5,626 0.60 3.0 -20.2
 09/    6月 10 2,738 0.54 3.6 74.6
        7月 4 1,060 0.54 -2.7 100.9
        8月 14 4,318 0.54 0.6 89.9
        9月 5 410 0.54 3.4 79.5
       10月 9 10,890 0.55 -0.9 59.4
       11月 7 1,166 0.54 -1.8 41.0
       12月 9 1,370 0.54 -2.6 -24.4
 10/    1月 4 620 0.55 -0.4 -34.8
        2月 9 2,410 0.57 2.9 -44.0
        3月 10 852 0.59 9.4 -27.6
        4月 10 2,257 0.59 -6.3 -24.5
        5月 5 870 0.59 -0.9 -17.4
        6月 10 2,499 0.62 9.9 -14.8
        7月 6 588 0.64 -3.5 -29.0

資料出所 東京商工リサーチ

（注）1.他機関作成統計の四半期計数は月次計数を基に当店が算出（平均値又は積算値前年比）

　　　2.鉱工業指数の年度計数は暦年原計数
　　　3.大口電力使用量は、販売電力量ベース
　　　4.通関輸出入の年度計数は暦年前年比
　　  5.スーパー売上高は、2010年6月に統計の対象先企業が一部変更になった。これに伴い、2010年4-6月の四半期計数は、
　　　　6月以降のベースに遡及して算出している
　　  6.乗用車新車登録台数（含む軽）の＜　＞内はX-12ARIMAによる季調済年率台数（当店算出）。但し、年度計数は実績値
 　　 7.旅行取扱高は、2008年1月に統計の対象先企業が一部変更になった
  　　8.2006年以降の消費者物価指数は2005年基準
　 　 9.倒産計数の年度および四半期計数はそれぞれ年度合計、四半期合計
　 　10.有効求人倍率、新規求人倍率の年度計数は原計数
　　 11.事業主都合離職者数は、パートおよび臨時・季節を除く新規求職者

（資料）
　   生産関連：「鉱工業生産・出荷・在庫指数（速報）」、「電灯電力需要実績」
　   輸出入：「中国圏・各県貿易統計（速報値）」、「九州経済圏貿易速報」
　　 公共投資関連：「公共工事動向」
　　 住宅投資関連：「住宅着工統計」
　　 雇用関連：「職業安定業務統計」
　　 企業倒産関連：「中国地区企業倒産集計」
　　 個人消費関連：「百貨店売上高月報」
　　 物価関連：「消費者物価指数」

[％ポイント]

山口労働局

日本銀行下関支店

日本銀行下関支店

雇用関連

雇用人員判断D.I.

企業収益関連

経常利益（短観、6月調査）

［前年比％、＜　＞内前回（3月調査）調査比修正率％］

全産業 うち製造業

「過剰」－「不足」
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定期性 (末残前年比、％) 流動性           (末残前年比、％)

銀   行 信   金 銀　行 信   金 銀　行 信   金

08年度  2.1 2.7 -0.8 4.1 5.7 -2.1 -0.7 -1.1 2.6

09年度  3.7 4.4 -0.2 2.2 4.5 -6.8 5.6 4.4 14.5

09/     6月　 2.2 2.9 -0.9 4.9 6.8 -2.2 -1.5 -2.0 2.0

     7月　 2.6 3.3 -1.0 6.0 8.2 -1.9 -1.7 -2.1 1.2

     8月　 2.2 2.8 -1.1 6.4 8.5 -1.4 -3.2 -3.6 -0.5

     9月　 3.5 4.2 -0.3 6.7 8.8 -1.2 -0.6 -0.9 1.7

     10月　 4.6 5.4 0.8 6.4 8.4 -1.5 2.4 1.9 6.2

     11月　 3.4 4.1 -0.1 5.8 7.9 -2.5 0.3 -0.3 4.9

     12月　 3.2 3.8 -0.2 4.3 6.4 -4.1 1.8 0.9 7.9

10/     1月　 3.5 4.2 -0.3 3.6 5.8 -5.4 3.3 2.3 11.0

     2月　 3.1 3.8 -0.6 2.9 5.3 -6.5 3.3 2.1 12.1

     3月　 3.7 4.4 -0.2 2.2 4.5 -6.8 5.6 4.4 14.5

     4月　 3.4 4.2 -0.5 2.2 4.6 -7.2 4.6 3.3 14.0

     5月　 2.8 3.6 -1.2 2.3 4.6 -7.4 3.3 2.1 12.1

     6月　 3.2 4.0 -0.8 1.5 3.7 -7.4 5.3 4.2 13.4

     7月　 3.6 4.3 -0.3 0.1 1.9 -7.5 8.2 7.2 15.6

貸     出

           (末残前年比、％) (％)

銀   行 信   金 短　期 長　期

08年度  3.7 4.6 -1.2 2.273 2.278 2.283

09年度  1.5 2.2 -3.0 2.208 2.149 2.216

09/     6月　 2.9 4.0 -2.8 2.252 2.328 2.245

     7月　 2.9 4.0 -3.1 2.241 2.304 2.235

     8月　 0.6 1.2 -2.8 2.261 2.340 2.254

     9月　 1.0 1.7 -3.1 2.248 2.264 2.247

     10月　 1.1 1.8 -2.9 2.243 2.258 2.242

     11月　 0.6 1.3 -3.3 2.240 2.261 2.238

     12月　 -0.1 0.6 -4.5 2.243 2.247 2.242

10/     1月　 -0.0 0.8 -4.9 2.234 2.231 2.234

     2月　 -0.3 0.4 -4.1 2.230 2.230 2.229

     3月　 1.5 2.2 -3.0 2.208 2.149 2.216

     4月　 1.3 2.1 -3.0 2.216 2.220 2.211

     5月　 -0.3 0.2 -3.5 2.187 2.293 2.176

     6月　 0.2 0.7 -2.8 2.179 2.274 2.169

     7月　 0.6 1.1 -2.7 2.166 2.258 2.156

受入 支払
（還収） （発行） 前年実績

08年度  1,440 4,356 -2,915 -2,578

09年度  1,250 4,572 -3,321 -2,915

09/     6月　 83 359 -275 -210

     7月　 66 317 -251 -186

     8月　 90 346 -256 -189

     9月　 73 323 -250 -179

     10月　 95 406 -311 -335

     11月　 105 338 -232 -224

     12月　 87 857 -770 -743

10/     1月　 192 167 25 125

     2月　 86 323 -236 -205

     3月　 74 457 -382 -290

     4月　 109 653 -543 -346

     5月　 297 249 -48 -33

     6月　 133 435 -302 -275

     7月　 117 449 -331 -251

銀　　行　　券　　　　　　(億円)

銀行券受払(-)超額

実 質 一 般 預 金 一 般 預 金

(末残前年比、％)

貸出約定平均金利

（注）直近計数は速報値。

（預金、貸出金）

・管内の実質一般預金、一般預金、貸出金（末残）

1.山口県内に店舗を置く、国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）および、信用金庫。

2.銀行勘定を集計。ただし、国内銀行については、オフショア勘定を除く。

3.実質一般預金は、一般預金（個人預金と法人預金）から切手手形を控除

したもの。

4.貸出金については、中央政府向け貸出を除く。

（貸出約定平均金利）

・管内の貸出約定平均金利（ストックベース）

1.管内平均は、山口県内に店舗を置く、国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）の

貸出金利を貸出金残高で加重平均したもの。

2.貸出金利、貸出金残高は銀行勘定の円貸出で、当座貸越を除くもの。

3.約定時の貸出期間が1年未満の貸出を「短期」、1年以上の貸出を「長期」

としている。

4.年度の値は年度末月（3月）の値。

（資料）日本銀行下関支店
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